
【承認日：令和元年１０月９日】 

調査計画全文 

 

１ 調査の名称 

鉄鋼生産内訳月報  

 

２ 調査の目的 

特殊鋼鋼材の鋼種別・形状別生産及び鉄鋼の生産設備基数を把握して、

適切なる行政施策の基礎資料とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲  全国 

（２）属性的範囲  ① 月次調査（生産設備基数以外の項目） 

 別表１に掲げる調査品目を生産する事業所 

          ② 年次調査（生産設備基数の項目のみ） 

別表２に掲げる生産設備を有する事業所 

           

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数 ① 約７０ 

② 約１７０ 

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

母集団名簿：経済産業省生産動態統計調査 調査対象者名簿や本調査の過

去の実績等の情報を基に経済産業省製造産業局金属課が作

成する名簿 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添１の調査票を参照） 

①  

・特殊鋼熱間圧延鋼材生産・消費・在庫内訳（鋼種別・形状別） 

・特殊鋼冷間仕上鋼材生産・消費内訳（鋼種別・形状別） 

② 

・生産設備基数 

 

（２）基準となる期日又は期間 ① 毎月末日現在 

② 毎年１２月末日現在 

 

 



６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 経済産業省－民間事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他） 

   経済産業省が委託した民間事業者が、郵送又は電子メールで調査票を配

布・回収する方法で行う。なお、電子メールの送受信に当たっては、メー

ル添付資料にパスワードを付す等のセキュリティ対策を講ずることとする。 

 

民間事業者業務内容：発送、回収、名簿整備、督促、データ入力、審査、

集計等 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

① 毎月（令和２年１月調査以降） 

    ② １年 

          
（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

① 提出期限は、調査月の翌月１２日 

② 提出期限は、毎年１月１２日 

 

８ 集計事項 

 別表３のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

インターネット（経済産業省ＨＰ及び e-Stat）により公表する。 

（２）公表の期日 月報： ① 調査月の翌々月中旬 

             ② 調査年の翌年４月中旬 

年報：調査年の翌年６月 

 

10 使用する統計基準 

 調査対象の範囲の画定において、日本標準産業分類の分類区分を使用 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存責任者 経済産業省製造産業局金属課長 

保存期間 ・記入済み調査票 １年保存 

     ・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 常用 





別表１ 

 

生産品目 

特殊鋼鋼材 特殊鋼熱間圧延鋼材 形鋼、棒鋼、管材、線材、鋼板、鋼

帯 

特殊鋼冷間仕上鋼材 磨帯鋼、冷延広幅帯鋼、冷延鋼板 

 



別表２ 

 

 

１．製銑設備 

２．粗鋼設備 

３．連続鋳造機 

４．熱間圧延鋼材用圧延機（再生鋼材用を除く） 

５．冷延広幅帯鋼圧延機（再生鋼材用を除く） 



別表３ 

集計事項一覧 

 

集計表（月報） 集計事項 

（１）①特殊鋼熱間圧延鋼材 

鋼種別（生産・在庫） 

鋼種別 特殊鋼熱間圧延鋼材生産数量 

鋼種別 特殊鋼熱間圧延鋼材在庫数量 

（１）②特殊鋼熱間圧延鋼材

生産・消費・在庫内訳（鋼種

別・形状別） 

鋼種別、形状別 特殊鋼熱間圧延鋼材生産数量 

鋼種別、形状別 特殊鋼熱間圧延鋼材消費数量 

鋼種別 特殊鋼熱間圧延鋼材月末在庫数量 

（１）③特殊鋼冷間仕上鋼材 

鋼種別（生産） 
鋼種別 特殊鋼冷間仕上鋼材生産数量 

（１）④特殊鋼冷間仕上鋼材

生産・消費内訳（鋼種別・形

状別） 

鋼種別、形状別 特殊鋼冷間仕上鋼材生産数量 

鋼種別、形状別 特殊鋼冷間仕上鋼材再冷延用消費数量 

（１）⑤特殊鋼最終鋼材生産

内訳（鋼種別） 
鋼種別 特殊鋼最終鋼材生産数量 

（２）生産設備基数 生産設備区分別 年末稼働状況  

  
集計表（年報） 集計事項 

（１）①特殊鋼熱間圧延鋼材 

鋼種別（生産・在庫） 

鋼種別 特殊鋼熱間圧延鋼材生産数量 

鋼種別 特殊鋼熱間圧延鋼材在庫数量 

（１）②特殊鋼冷間仕上鋼材 

鋼種別（生産） 
鋼種別 特殊鋼冷間仕上鋼材生産数量 

（１）③特殊鋼最終鋼材生産

内訳（鋼種別） 
鋼種別 特殊鋼最終鋼材生産数量 

 



「鉄鋼生産内訳月報」の必要性について 

 

 

令 和 元 年 ９ 月 

経済産業省製造産業局金属課 

  

 

１．調査の目的・必要性 

鉄鋼生産内訳月報は、特殊鋼鋼材の需給の実態を把握するため、特殊鋼鋼

材の鋼種別・形状別生産等の月次動向を調査するものである。 

これら鋼材の用途は、建設業から製造業の大半（自動車、造船、電機等）に

至るまで多様であることから、上記統計調査から分析された鋼材の需給動向を

調査・公表することは、メーカー、流通及び需要産業の各事業活動の円滑化並

びに我が国全体の鋼材需給の安定を図る上で極めて重要である。さらに、特殊

鋼の生産動向は、産業全体の生産活動との関連性が極めて高く、景気動向の

判断を行うために、本統計の詳細な分析は必要不可欠である。 

なお、鉄鋼に関連する統計調査については、本調査のみならず、基幹統計で

ある経済産業省生産動態統計調査（以下、生産動態統計調査という）や一般統

計である鉄鋼需給動態統計、鉄鋼業界独自の自主統計を一体的に行い、活用

している。 

 



調査名 ： 鉄鋼生産内訳月報
承認日 ： 令和元年10月9日

変更の適用期日 変更内容

令和３年３月分調査
から

○実質的な内容変更を伴わない調査票の様式の変更（整理番号を２桁削
減）

一般統計調査における統計法施行規則第７条に基づく変更履歴


